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平成２０年さいたま市議会９月定例会提出議案一覧 
 
合計２９件（予算議案５件・決算議案４件・条例議案９件・一般議案９件・道路議案２件） 
 

≪予算議案≫ 

議案第１０７号 平成２０年度さいたま市一般会計補正予算（第２号） 

議案第１０８号 平成２０年度さいたま市国民健康保険事業特別会計補正予算（第１号） 

議案第１０９号 平成２０年度さいたま市後期高齢者医療事業特別会計補正予算（第１号） 

議案第１１０号 平成２０年度さいたま市介護保険事業特別会計補正予算（第１号） 

議案第１１１号 平成２０年度さいたま市下水道事業会計補正予算（第２号） 

 

≪決算議案≫ 

議案第１１２号～議案第１１５号 決算の認定について 

 （内容） 

  ・ 平成１９年度さいたま市一般会計及び特別会計歳入歳出決算の認定について 

  ・ 平成１９年度さいたま市水道事業会計決算の認定について 

  ・ 平成１９年度さいたま市病院事業会計決算の認定について 

  ・ 平成１９年度さいたま市下水道事業会計決算の認定について 

 

≪条例議案≫ 

議案第１１６号 さいたま市区の設置等に関する条例の一部を改正する条例の制定について 
        （所管課所・市民局市民部区政推進課） 

  さいたま都市計画事業島町東部土地区画整理事業の完了に伴い、当該土地区画整理事業の換

地処分の公告及び町の区域を新たに画する旨の告示が行われ、平成２０年７月１９日から町の

区域が新たに画されたことにより、所要の改正を行うもの。 
 （内容） 
  ・ 区域の表記の変更 

・ 見沼区の区域に「島町１丁目及び島町２丁目」を加えるもの。 
 （施行期日） 公布の日 
 
議案第１１７号 さいたま市議会政務調査費の交付に関する条例等の一部を改正する条例の制定

について 
        （所管課所・総務局総務部総務課） 

地方自治法の一部改正に伴い、所要の改正を行うもの。 
 （内容） 
  １ さいたま市議会政務調査費の交付に関する条例の一部改正 
   ・ 条例で引用している地方自治法「第１００条第１３項及び第１４項」を「第１００条

第１４項及び第１５項」に改めるもの。 
  ２ さいたま市議会の議員の報酬、期末手当及び費用弁償に関する条例の一部改正 
   ・ 題名及び条例の規定中「報酬」を「議員報酬」に改めるもの。 
  ３ さいたま市議会の議員の報酬等の支給の一時差止め等に関する条例の一部改正 
   ・ 題名及び条例の規定中「報酬」を「議員報酬」に改めるもの。 
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  ４ さいたま市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正 
   ・ 条例で引用している地方自治法「第２０３条」を「第２０３条の２」に改めるもの。 
  ５ さいたま市特別職報酬等審議会条例の一部改正 
   ・ 「報酬」を「議員報酬」に改めるもの。 
 （施行期日） 公布の日 
 
議案第１１８号 公益法人等へのさいたま市職員の派遣等に関する条例等の一部を改正する条例

の制定について 
        （所管課所・総務局人事部人事課） 

一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財団法人の認定等に

関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（以下「整備法」という。）の施行に

伴い、所要の改正を行うもの。 
 （内容） 
  １ 公益法人等へのさいたま市職員の派遣等に関する条例の一部改正 
   ・ 整備法による公益法人等への一般職の地方公務員の派遣等に関する法律の一部改正に

伴い、題名及び条例の規定中「公益法人等」を「公益的法人等」に改め、その他法人に

係る規定の整備を行うもの。 
  ２ さいたま市墓地等の経営の許可等に関する条例の一部改正 
   ・ 整備法による民法の一部改正に伴い、墓地等を経営しようとする者の要件のうち、民

法の規定による法人を、公益社団法人又は公益財団法人に改めるもの。 
  ３ さいたま市認可地縁団体印鑑条例の一部改正 
   ・ 整備法による地方自治法の一部改正に伴い、規定の整備を行うもの。 
  ４ さいたま市職員定数条例及びさいたま市職員公務災害見舞金支給条例の一部改正 
   ・ 公益法人等へのさいたま市職員の派遣等に関する条例の題名改正に伴い、規定の整備

を行うもの。 
 （施行期日） 平成２０年１２月１日 
 
議案第１１９号 さいたま市市税条例の一部を改正する条例の制定について 
        （所管課所・財政局税務部税制課） 

  地方税法の一部改正に伴い、所要の改正を行うもの。 

 （内容） 
  １ 個人市民税関係 
   ⑴ 寄附金税制の拡充 

    ・ 個人市民税の地方公共団体に対する寄附金税制を大幅に拡充し、適用下限額５，０

００円を超える部分について、所得税と合わせて一定限度まで全額を控除する仕組み

を導入するもの。 
   ⑵ 公的年金からの特別徴収制度の導入 
    ・ 平成２１年１０月支給分の公的年金から個人市民税の特別徴収を実施するもの。 
   ⑶ 証券税制の改正 
    ア 上場株式等の譲渡所得等に係る軽減税率を平成２０年１２月３１日をもって廃止し、 
     特例措置として平成２２年度及び平成２３年度は、５００万円以下の部分の譲渡益に
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ついて軽減税率の１．８パーセントを適用するもの。 
    イ 上場株式等の配当所得について申告分離課税を創設し、これを選択した場合、特例 
     措置として平成２２年度及び平成２３年度は、１００万円以下の部分の配当所得につ

いて軽減税率の１．８パーセントを適用するもの。 
    ウ 平成２２年度以後の個人市民税について前年中又は前年前３年以内に生じた上場株 
     式等の譲渡損失と配当所得との間で損益通算を行えるようにするもの。 
  ２ 法人市民税関係 
   ・ 公益法人制度改革に伴う均等割の改正 
    ・ 一般社団法人及び一般財団法人並びに公益社団法人及び公益財団法人について、最 
     低税率を適用するもの。 
  ３ 固定資産税関係 
   ・ 公益法人制度改革に伴う、非課税規定に係る申告規定の整備 
    ・ 公益社団法人及び公益財団法人等が設置する一定の施設について非課税とするため、 
     申告規定の整備を行うもの。 
 （施行期日） 平成２１年４月１日等 

 
議案第１２０号 さいたま市財産の交換、譲与、無償貸付等に関する条例の一部を改正する条例

の制定について 
        （所管課所・財政局財政部用地管財課） 

地方自治法の一部改正により行政財産の貸付の範囲が拡大されたこと等に伴い、所要の改正

を行うもの。 
  ・ 行政財産の無償貸付等 
   ⑴ 行政財産を貸し付け、又は行政財産である土地に地上権若しくは地役権を設定しよう

とする場合に、無償又は時価よりも低い価額で行うことができる規定を設けるもの。 
   ⑵ 普通財産の無償貸付等の規定を明確化するもの。 
 （施行期日） 公布の日 
 
議案第１２１号 さいたま市国民健康保険税条例の一部を改正する条例の制定について 
        （所管課所・保健福祉局福祉部国民健康保険課） 
地方税法の一部改正に伴い、国民健康保険税の課税の特例を規定する等の所要の改正を行

うもの。 
 （内容） 
  １ 上場株式等に係る配当所得に係る課税の特例 
   ・ 上場株式等の配当等に係る配当所得がある世帯主等が申告分離課税を選択したときは、

国民健康保険税の所得割額の算定又は均等割の減額の算定の基礎となる所得の金額に

当該配当所得の金額を加えることを規定するもの。 
  ２ 規定の整備 
   ⑴ 上場株式等に係る譲渡損失の繰越控除に係る課税の特例に関する規定中「附則第３５

条の２の６第７項」を「附則第３５条の２の６第１５項」に改めるもの。 
   ⑵ 特定中小会社が発行した株式に係る譲渡損失の繰越控除等に係る課税の特例に関する

規定中「附則第３５条の３第１３項」を「附則第３５条の３第１１項」に改めるもの。 
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 （施行期日） 平成２２年１月１日（２⑵については、公布の日） 
 
議案第１２２号 さいたま市生活環境の保全に関する条例の制定について 
        （所管課所・環境局環境共生部環境対策課） 

生活環境の保全に関する施策を推進し、もって現在及び将来の市民の健康の保護及び安全

かつ快適な生活の確保に寄与するため、新たに条例を制定するもの。 
（内容） 

  １ 生活環境の保全に関する基本的施策 
   ・ 事業者及び市民の環境への負荷の低減に係る指針等を定めるもの。 
  ２ 環境負荷低減計画の作成 

・ 大規模事業者に対し、環境負荷低減計画の作成及び公表を義務付けるもの。 
  ３ 建築物環境配慮計画の作成 

・ 一定規模以上の建築物の新築等をしようとする者に対し、建築物環境配慮計画の作成、

報告及び公表を義務付けるもの。 

  ４ 自動車の使用に伴う環境への負荷の低減 
・ 自動車の使用者等の責務及びアイドリング・ストップの推進に関する事項を定めるも

の。 

  ５ 公害等に関する規制等 

   ⑴ ばい煙等の公害に関する規制等 

    ア 水質汚濁の防止 

     ・ 汚水等に係る指定施設を設置している者に対し、排出水に関する規制等を定める

もの。 

    イ 悪臭規制 
     ・ 工場又は事業場において発生する悪臭の排出について、事業者の遵守規定を定め

るもの。 

    ウ 夜間営業騒音の規制 
     ・ 夜間において飲食店等の営業を行う者に対し、騒音の発生に関する規制を定める

もの。 

   ⑵ 建築物等の解体等に伴う石綿の飛散防止 

    ・ 石綿含有建築材料が使用されている建築物その他の工作物の解体等の作業基準等を

定め、事前調査、石綿の飛散濃度の測定等を義務付けるもの。 
   ⑶ 土壌汚染対策 
    ア 汚染土壌の処理又は汚染の拡散の防止の措置を命じられた特定有害物質取扱事業者

に対して住民周知を義務付けるもの。 
    イ 特定有害物質取扱事業所の廃止、当該事業所の建物又は貯蔵していた施設の除却時

に当該敷地の土壌汚染調査を義務付けるもの。 
⑷ 光害の防止 

    ・ 光害の防止に係る努力義務を定め、サーチライト等の使用を原則として禁止するも

の。 
   ⑸ 事故時等の措置 

・ 事業者に対し、工場等における事故の発生により、大気汚染又は汚水等による生活
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環境の保全上の支障が生ずるおそれがあるときの応急措置及び報告を義務付けるもの。 
  ６ 生活環境の保全に関する責任者の設置 

・ 事業者に環境負荷低減主任者を、工場又は事業場を設置している者に公害防止監督者

等を、それぞれ選任及び設置の届出を義務付けるもの。 

  ７ 罰則 
・ 規制基準に適合しない計画を届け出たばい煙等の指定施設の設置者に対する計画の変

更又は廃止の命令その他の条例の規定に違反する者に対し、１年以下の懲役又は１００

万円以下の罰金に処する等の罰則規定を設けるもの。 
  ８ 経過措置 

⑴ 施行日の前日までに埼玉県生活環境保全条例の規定によりなされた処分、手続その他

の行為は相当規定によりなされたものとみなすもの。 
   ⑵ 本条例の施行日前に埼玉県生活環境保全条例の適用外であった者で、本条例の施行に

より新たに規制を受けることとなるものについて、一定の期間、本条例を適用しないこ

ととするもの。 

 （施行期日） 平成２１年４月１日 

 
 議案第１２３号 さいたま市廃棄物の処理及び再生利用に関する条例の一部を改正する条例の 

制定について 
         （所管課所・環境局環境共生部産業廃棄物指導課） 

産業廃棄物の発生抑制、資源の循環的利用及び適正処理の一層の推進を図るため、所要の改

正を行うもの。 
 （内容） 
  １ 産業廃棄物の多量排出事業者に関する義務 
   ・ 産業廃棄物の多量排出事業者に対し、産業廃棄物の減量その他適正な処理並びに産業

廃棄物の処理計画の作成及び当該処理計画の実施状況の報告を義務付けるもの。 
  ２ 一般廃棄物管理責任者等の業務 
   ・ 一般廃棄物管理責任者及び産業廃棄物管理責任者に対し、廃棄物の減量及び適正な処

理に関する業務を定めるもの。 
  ３ 勧告及び公表 
   ・ 処理計画の作成等をしない産業廃棄物多量排出事業者に対して、産業廃棄物の減量及

び適正な処理を行わせるため、勧告及び公表の規定を設けるもの。 
 （施行期日） 平成２１年４月１日 
 
議案第１２４号 さいたま市建築物駐車施設の附置等に関する条例の一部を改正する条例の制定

について 
        （所管課所・都市局都市計画部都市施設課） 

駐車環境の現状に係る実態調査及び駐車場法の一部改正に伴い、所要の改正を行うもの。 
 （内容） 

   １ 自動車用駐車施設の原単位の見直し 

・ 原単位の見直しにより、特定用途の原単位を１台当たり「１５０平方メートル」から

「２００平方メートル」に改めるもの。 
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２ 荷さばきのための自動車用駐車施設の適用区域の追加 
 ・ 適用区域に「大宮駅周辺地区の商業地域及び近隣商業地域」を追加するもの。 
３ 自動二輪車用駐車施設の附置義務の設定 
・ 駐車場法の一部改正で自動車の定義に自動二輪車が含まれたことにより、自動二輪車

用駐車施設の附置義務を新たに設定するもの。 
（施行期日） 平成２１年４月１日 

 

≪一般議案≫ 

議案第１２５号 盆栽関連施設建設（建築）工事請負契約について 

        （所管課所・市民局生活文化部文化振興課文化施設建設準備室） 

 （内容） 

  １ 契約の目的 

    盆栽関連施設建設（建築）工事 

  ２ 契約の方法 

    一般競争入札 

  ３ 契約金額 

    ８億１，７９５万円 

  ４ 契約の相手方 

    佐伯・スミダ特定共同企業体 

 

議案第１２６号 さいたま市立桜木小学校校舎改築（建築）工事請負契約について 

        （所管課所・教育委員会管理部学校施設課） 

 （内容） 

 １ 契約の目的 
   さいたま市立桜木小学校校舎改築（建築）工事 
 ２ 契約の方法 
   一般競争入札 
３ 契約金額 

８億９，０４０万円 
４ 契約の相手方 

    三ツ和・共栄特定共同企業体 
 
議案第１２７号 財産の取得（消防団消防ポンプ自動車（ＣＤ－Ⅰ型））について 

        （所管課所・消防局総務部消防総務課） 

  消防団の消防ポンプ自動車を取得するため、さいたま市議会の議決に付すべき契約及び財産

の取得又は処分に関する条例第３条の規定により議決を求めるもの。 

 （内容） 

 １ 物件の表示 
   消防団消防ポンプ自動車（ＣＤ－Ⅰ型） ７台 
 ２ 取得先 
   埼玉消防機械株式会社中央営業所 
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３ 取得額 
９，４８１万５，０００円 

 

議案第１２８号 財産の取得（消防ポンプ自動車（ＣＤ－Ⅰ型））について 

        （所管課所・消防局警防部警防課） 

  消防署及び出張所の消防ポンプ自動車を取得するため、さいたま市議会の議決に付すべき契

約及び財産の取得又は処分に関する条例第３条の規定により議決を求めるもの。 

 （内容） 

 １ 物件の表示 
   消防ポンプ自動車（ＣＤ－Ⅰ型） ５台 
 ２ 取得先 
   株式会社モリタ東京ポンプ営業所 
３ 取得額 

１億５，４８７万５，０００円 
 

議案第１２９号 財産の取得（救助工作車（Ⅱ型））について 

        （所管課所・消防局警防部警防課） 

レスキュー隊が搭乗し、あらゆる救助事案に対応できる救助資機材を積載した救助工作車を

取得するため、さいたま市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例第

３条の規定により議決を求めるもの。 

 （内容） 

 １ 物件の表示 
   救助工作車（Ⅱ型） １台 
 ２ 取得先 
   埼玉消防機械株式会社中央営業所 
３ 取得額 

９，１９８万円 
 

議案第１３０号 財産の取得（高規格救急自動車）について 

        （所管課所・消防局警防部警防課） 

消防署及び出張所の高規格救急自動車を取得するため、さいたま市議会の議決に付すべき契

約及び財産の取得又は処分に関する条例第３条の規定により議決を求めるもの。 

 （内容） 

 １ 物件の表示 
   高規格救急自動車 ４台 
 ２ 取得先 
   埼玉トヨタ自動車株式会社 
３ 取得額 

１億９０７万４，０００円 
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議案第１３１号 訴えの提起について 
        （所管課所・建設局建築部住宅課） 

市営住宅の家賃を長期にわたり滞納し、再三にわたる納入指導及び支払催告等にも応じない

者に対し、市営住宅の明渡し等を求める訴えをさいたま地方裁判所に提起し、又は和解するた

め、地方自治法第９６条第１項第１２号の規定により議決を求めるもの。 
（内容） 

  １ 請求の趣旨 
・ 相手方に対し、市営住宅の明渡し、滞納家賃等の支払及び訴訟費用の負担を求める。 

  ２ 訴訟遂行の方針 
   ⑴ 滞納家賃等を完納する旨の申入れがあり、かつ、その履行が見込まれる場合は、和解

する。 

   ⑵ 判決の結果必要と認めた場合は、上訴する。 
 
議案第１３２号 訴えの提起について 
        （所管課所・建設局建築部住宅課） 

市営住宅の家賃を長期にわたり滞納し、再三にわたる納入指導及び支払催告等にも応じない

者に対し、市営住宅の明渡し等を求める訴えをさいたま地方裁判所に提起し、又は和解するた

め、地方自治法第９６条第１項第１２号の規定により議決を求めるもの。 
（内容） 

  １ 請求の趣旨 
・ 相手方に対し、市営住宅の明渡し、滞納家賃等の支払及び訴訟費用の負担を求める。 

  ２ 訴訟遂行の方針 
   ⑴ 滞納家賃等を完納する旨の申入れがあり、かつ、その履行が見込まれる場合は、和解

する。 

   ⑵ 判決の結果必要と認めた場合は、上訴する。 
 

議案第１３３号 さいたま市土地開発公社の定款の変更について 
        （所管課所・財政局財政部用地管財課） 
  一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財団法人の認定等に

関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律により、民法及び公有地の拡大の推進

に関する法律が一部改正され、監事の職務に係る規定の整備が行われること等に伴い、さいた

ま市土地開発公社の定款を変更することについて、同法第１４条第２項の規定により議決を求

めるもの。 

 

≪道路議案≫ 
議案第１３４号 市道路線の認定について 
        （所管課所・建設局土木部土木総務課） 
 （内容） 
    一般  ５路線 
    開発  ９路線  計１４路線 
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議案第１３５号 市道路線の廃止について 
        （所管課所・建設局土木部土木総務課） 
 （内容） 
    一般  １路線 
    開発  ３路線  計４路線 


